
          

      
 

 
県版ガイドラインの概要 

 

１ 要 旨 

県は、「南海トラフ地震臨時情報」発表時の防災対応を、市町が検討できるように

するため、国のガイドラインを基に、本県の多様な地域性やこれまで実施してきた地

震・津波対策への取組、住民・関係者の意見等を踏まえた「県版ガイドライン」（案）

を作成した。 

２ 背 景 

【これまで】（予知を前提）      

・予知情報（警戒宣言） 

⇒社会・経済活動を制限（停止）し、

東海地震の発生に備える 

 【現在】（予知は困難）       

・南海トラフ地震臨時情報 

⇒原則として平時の生活を継続 

必要に応じて事前避難を行い、南海

トラフ地震の発生に備える 

 

  ・南海トラフ地震臨時情報発表時に県民が適切な防災対応（事前避難等）ができる

よう、市町があらかじめ計画に定める（国基本計画） 

 

３ 県民の適切な防災対応（事前避難等）に向けた取組（市町による計画策定） 
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「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」 

（国ガイドライン）：平成 31 年 3 月公表 

（県版ガイドライン）：令和元年度中公表予定 

県内市町：住民が適切な防災対応（事前避難等）を取るための計画を策定 

：令和２年度中に完了 

県民：市町の計画に基づく適切な防災対応（事前避難等）を実施 

・国ガイドラインを基に、これまでの対策や、市町・関係者等の意見を反映

・市町が地域の実情に応じた検討ができるよう具体化 

・地方公共団体等が具体の防災計画を策定する際の参考資料 

（住民意見交換会、ワークショップ等による連携） 

【令和元年 5 月から運用開始】 

資料２ 


